
官民競争入札等監理委員会におけるヒアリング資料

１．独立行政法人教員研修センターの概要

教員研修センター教員研修センター

【沿革】
１．平成13年4月 文部科学省が直接実施してきた学校教育関係職員に対

する研修等を効率的・効果的に実施する観点から、その
業務及び人員等を移管し、一元的・集中的に実施するた
めの組織として発足

２．平成15年12月 第１期中期目標期間終了時の業務の見直しにおける指
摘を受け、法人として真に行うべき事務・事業として、

学校管理研修、喫緊の重要課題研修などに集中・特化

全国的な教員の資質向上の取組の中核を担うナショナルセンター

国の教育政策を受けて、全国的な指導者養成と教育委員会の行う教員
研修条件の整備を推進

１．研修講師等指導者を養成するための研修
（都道府県・指定都市等の教育委員会から派遣（推薦）された指導主事、校長、
中核的教員等に対する研修）

① 校長・教頭等に対する学校管理研修（中央研修）
（学校組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、ｶﾘｷｭﾗﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、教育関係法規、危機管理 等）

② 喫緊の重要課題に関する指導者養成研修 等
（道徳教育の充実、ｷｬﾘｱ教育の推進、食育の推進、体力向上 等）

２．各教育委員会が行う研修の充実を図るための指導・助言及び援助
①先導的・モデル的な教員研修カリキュラムの開発
②研修教材の作成・提供
③講師情報の提供
④センター職員の講師派遣 等
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（参考）教員研修センターの役割

教員研修センター
教員研修のマネジメントに係る知見・ノウハウを活用し、
文部科学省と一体となって
①研修の企画、実施（講師選定、教材作成） 、研修効果の検証、
研修の改善を効果的・効率的に行うとともに、

②教育委員会の行う研修のモデル・カリキュラムの開発等を実施

都道府県・指定都市・中核市

各地域・学校 各地域・学校 各地域・学校

教育委員会

指導者養成研修

指導・助言・援助

研修企画者、研修講師等
指導者として
波及・還元

公教育に直接的に作用

国の教育政策

文部科学省

指導主事、管理主事
校長、教頭、中核的教員

初等中等教育の水準の維持向上
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２．教員研修センターにおける施設管理・運営業務

①業務の現状

教員研修センターでは、教員研修のナショナルセンターとして、全国の教育委員会の職
員、校長、教頭等を対象とし、主として長期間の集団宿泊型の研修を実施しており、これ
ら研修の実施に必要な研修施設、宿泊施設等を有している。
これら施設の管理・運営業務の実施にあたっては、業務の効率化の観点から、そのほ

とんどを民間事業者へ委託し、センター職員は、当該入札の実施や委託業務の管理・監
督に特化して業務を行っているところである。

②組織体系

ア．制度・業務の現状

施設の管理・運営業務施設の管理・運営業務
・警備業務
（警備業務、受付案内など）
・建物清掃作業等
（清掃、宿泊棟個室の点検など）
・電気･機械設備の保守管理
（空調等設備機器の運転・維持など）
・その他

民間事業者へ業務委託民間事業者へ業務委託
（請負契約）

センター職員が監督センター職員が監督
（委託業務を管理）

一般競争等

理事長：１

監事：１（１）

理事：１

総務課：７（２）

会計課：８（３）

事業推進指導室：３

総務部長：１

事業部長：１

研修企画課：１０

基幹研修事業課：９（３）

教育課題研修課：１１（４）

役職員数
　役員３（１）
　職員５０（１２） ※（ ）書きは、非常勤で外数。

宿泊施設関係の管理・運営業務

施設の管理・運営業務（事業部所掌業務を除く）
管理・運営業務委託（請負）の契約締結
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③業務量に関する指標の実績

（施設の概要）
・敷地面積 ６７,５５９.２９㎡、建物延べ床面積 １９,４３９.９６㎡（建物数１８棟）
・主な施設＝講堂、研修室、図書館、宿泊施設、体育館、運動場

（教員研修センター施設を利用した研修実績：平成１７年度）
・２７研修（年間延べ３２１日間）、参加者数：３,９６９人（延べ宿泊者数 ５０,６８１人日）

（平成１７年度決算額）
外部委託費 ５４,９０２千円

イ．業務の廃止又は公共サービス改革法に基づく官民競争入札等の対象とすることに
ついての所見及び措置の概要

○ 教員研修センター施設の管理・運営業務については、警備、清掃、電気･機械設備等の保守
など、そのほとんどを一般競争入札で民間企業に委託（請負契約）し、透明性・公平性・経済性
を確保して執り行っているところ。

○ これら施設の管理・運営業務は、教員研修センターの行う各研修業務とも密接に関連するも
のであり、法人自身の管理・監督のもとで適切に実施していくことが必要と考えている。

○ 当該施設の管理・運営業務については、いずれも単純かつ機械的な業務内容であり、業務
量も比較的小規模である一方、サービスの質や安全性の確保を図る観点から、引き続き、管
理・運営業務の内容ごとに一般競争入札等による民間委託を進めていくことが適当と考えてい
る。
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20,160,000円民間企業へ一般
競争により委託

冷温水発生装置等設備機器の運転操作、
監視、維持管理 等

電気機械保守管
理業務

合計

民間企業へ少額
随契により委託

民間企業へ少額
随契により委託

民間企業へ少額
随契により委託

民間企業へ少額
随契により委託

民間企業へ一般
競争により委託

民間企業へ一般
競争により委託

民間企業へ一般
競争により委託

委託先・方法

806,400円電気事業法等による主任技術者の選任、
自家用電気工作物の点検

自家用電気工作
物保安業務

54,902,400円少額随契：契約の予定価格が百万円以下のもの

504,000円宿泊棟内の浮遊粉塵量、一酸化炭素等の
測定（年６回実施）

空気環境測定業
務

882,000円シーツの貸し出し、返却その他研修生へ
の生活全般の受付案内

宿泊棟生活関連
受付コーナー管
理業務

966,000円研修生クラブの清掃及び設備の建物管理
研修生クラブ建
物管理業務

3,864,000円構内の除草、草刈り等の植物管理構内環境整備

15,750, 000円建物の清掃、宿泊棟の個室の点検、講師
宿泊棟のベットメイキング 等

建物清掃作業

11,970,000円警備、外部からの問い合わせ対応、研修
生への緊急連絡 等

警備業務

委託金額

（Ｈ１７実績）
業務内容委託業務

ウ．外部資源の活用状況
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